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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第67期

第１四半期
連結累計期間

第68期
第１四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日

売上高 (千円) 1,888,203 1,766,810 6,119,313

経常利益 (千円) 385,840 373,517 726,395

四半期(当期)純利益 (千円) 254,072 229,240 448,877

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 259,591 226,642 466,107

純資産額 (千円) 2,880,103 3,231,042 3,086,117

総資産額 (千円) 7,901,373 8,430,654 7,762,797

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 15.54 14.03 27.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 36.5 38.3 39.8
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、株価の上昇や為替の円安傾向にやや一服感はある

ものの、従前に比べて安定した水準で推移いたしました。また自動車産業をはじめとした基幹産業に回

復の兆しもみられました。米国、欧州、中国をはじめとした海外主要国における経済先行きが不透明で

あること、消費税率引き上げ後の個人消費減退のリスクを抱えるものの、今後の成長戦略に期待が高

まっております。

このような環境の中、当社グループは、振動シミュレーションシステムの販売をイギリス、ドイツを

はじめとした欧州諸国においてさらに強化しております。また、地震監視装置の海外での販売を行う

等、メジャリングシステムの販路拡大に向けた活動を行いました。

業績面につきましては、テスト＆ソリューションサービスにおいて、自動車関連業界を中心に順調に

売上が推移しましたが、振動シミュレーションシステム及びメジャリングシステムにおいて大型案件が

少なかったこと等により、前年同四半期を下回る売上高となりました。しかしながら、受注高は、振動

シミュレーションシステムにおいて、自動車関連・宇宙航空関連を中心に順調に推移しております。

以上の結果、当社グループの売上高は1,766百万円となり、前年同四半期と比べ121百万円の減収(対

前年同四半期比6.4％減)となりました。利益面では、人員及び研究開発費の増加等の積極的な投資によ

り経常利益は373百万円となり前年同四半期と比べ12百万円の減益(対前年同四半期比3.2％減)となり、

四半期純利益は229百万円となり前年同四半期と比べ24百万円の減益(対前年同四半期比9.8％減)となり

ました。
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品目別の営業の概況は次のとおりであります。

①振動シミュレーションシステム

振動シミュレーションシステムの分野におきましては、自動車関連業界を中心に温湿度・振動複合

環境シミュレーションシステム及び「エコシェーカー」(省エネ型振動シミュレーションシステム)の

売上が依然として順調であり、欧州地域向けの振動シミュレーションシステムの売上も増加しました

が、前年同四半期に計上された大型案件である多軸振動シミュレーションシステムの計上が少なかっ

たこと等により、前年同四半期を下回る結果となりました。

以上の結果、この品目の売上高は1,181百万円となり前年同四半期と比べ173百万円の減収（対前年

同四半期比12.8％減）となりました。

②メジャリングシステム

メジャリングシステムの分野におきましては、中国・台湾等へ地震監視装置、及びベトナム等へ振

動計測装置の販売を行う等、販路拡大に向けた活動を行いましたが、国内における比較的高額な多

チャンネル仕様の製品の伸び悩みにより、売上高につきましては、前年同四半期を下回る結果となり

ました。

以上の結果、この品目の売上高は181百万円となり前年同四半期と比べ37百万円の減収(対前年同四

半期比17.0％減)となりました。

③テスト＆ソリューションサービス

テスト＆ソリューションサービスの分野におきましては、自動車関連業界のＨＶ・ＥＶ関連等の試

験が引き続き好調であり、建設機械関連業界を中心とした大型試験機の受託試験が増加しました。ま

た、鉄道車両用機器向けの試験及び前連結会計年度に設備増強した耐震用試験も順調に推移いたしま

した。

以上の結果、この品目の売上高は403百万円となり前年同四半期と比べ89百万円の増収(対前年同四

半期比28.6％増)となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における資産は前連結会計年度末と比べ667百万円増加し、8,430百万円

となりました。流動資産は、前連結会計年度末と比べ691百万円増加し、5,519百万円となりました。こ

の主な要因は、繰延税金資産の減少22百万円があったものの、現金及び預金の増加59百万円、受取手形

及び売掛金の増加537百万円、仕掛品の増加104百万円及び原材料の増加18百万円があったことによるも

のであります。固定資産は、前連結会計年度末と比べ23百万円減少し、2,911百万円となりました。こ

の主な要因は、投資有価証券の増加９百万円があったものの、減価償却費等による有形固定資産の減少

32百万円があったことによるものであります。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債は前連結会計年度末と比べ522百万円増加し、5,199百万円

となりました。流動負債は、前連結会計年度末と比べ579百万円増加し、4,377百万円となりました。こ

の主な要因は１年内返済予定の長期借入金の減少27百万円、未払金の減少53百万円、未払法人税等の減

少35百万円及び未払費用の減少85百万円があったものの、支払手形及び買掛金の増加410百万円及び短

期借入金の増加280百万円があったことによるものであります。固定負債は、前連結会計年度末と比べ

56百万円減少し、821百万円となりました。この主な要因は長期借入金の減少55百万円によるものであ

ります。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は前連結会計年度末と比べ144百万円増加し、3,231百万

円となりました。この主な要因は利益剰余金の増加147百万円によるものであります。この結果、自己

資本比率は前連結会計年度末と比べ1.5ポイント減少し38.3％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は106百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 67,820,000

計 67,820,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,957,016 16,957,016
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
1,000株

計 16,957,016 16,957,016 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月31日 ─ 16,957,016 ─ 464,817 ─ 557,563
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式数)
普通株式 613,000

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,322,000
16,322 ―

単元未満株式
普通株式

22,016
― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 16,957,016 ― ―

総株主の議決権 ― 16,322 ―
 

(注) １　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式353株が含まれております。

２　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ＩＭＶ株式会社

大阪市西淀川区竹島二丁目６番10号 613,000 ― 613,000 3.62

計 ― 613,000 ― 613,000 3.62
 

(注)　上記株式数には、単元未満株式353株を含めておりません。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,317,596 1,377,580

受取手形及び売掛金 1,669,414
※1 2,207,043

製品 280,369 280,296

仕掛品 1,026,288 1,130,848

原材料 314,757 333,653

繰延税金資産 142,492 119,790

その他 77,919 71,580

貸倒引当金 △1,199 △1,499

流動資産合計 4,827,639 5,519,293

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 923,996 906,288

土地 1,526,802 1,526,802

その他 304,124 289,511

有形固定資産合計 2,754,922 2,722,601

無形固定資産 25,473 25,452

投資その他の資産 154,761 163,306

固定資産合計 2,935,158 2,911,360

資産合計 7,762,797 8,430,654

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,047,123
※1 1,457,302

短期借入金 1,560,000 1,840,000

1年内返済予定の長期借入金 324,914 297,139

未払金 193,166 139,708

未払費用 221,642 136,244

未払法人税等 159,019 123,102

製品保証引当金 57,000 52,000

その他 236,045 332,439

流動負債合計 3,798,911 4,377,936

固定負債

長期借入金 581,841 526,029

繰延税金負債 33,175 34,130

長期未払金 194,859 194,859

資産除去債務 37,499 37,791

その他 30,392 28,865

固定負債合計 877,767 821,675

負債合計 4,676,679 5,199,612
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 464,817 464,817

資本剰余金 557,563 557,563

利益剰余金 2,150,869 2,298,391

自己株式 △109,829 △109,829

株主資本合計 3,063,420 3,210,942

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 18,953 22,933

為替換算調整勘定 3,743 △2,834

その他の包括利益累計額合計 22,697 20,099

純資産合計 3,086,117 3,231,042

負債純資産合計 7,762,797 8,430,654
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 1,888,203 1,766,810

売上原価 1,171,243 981,025

売上総利益 716,959 785,785

販売費及び一般管理費 359,889 445,637

営業利益 357,070 340,147

営業外収益

受取利息 202 182

受取配当金 449 725

為替差益 28,888 27,485

受取賃貸料 857 6,475

セミナー収入 1,664 3,006

雑収入 3,813 1,877

営業外収益合計 35,877 39,753

営業外費用

支払利息 4,072 3,227

賃貸収入原価 397 956

セミナー費用 1,610 1,751

雑損失 1,026 447

営業外費用合計 7,106 6,383

経常利益 385,840 373,517

特別損失

固定資産除却損 59 83

特別損失合計 59 83

税金等調整前四半期純利益 385,780 373,434

法人税、住民税及び事業税 85,941 121,866

法人税等調整額 45,767 22,328

法人税等合計 131,708 144,194

少数株主損益調整前四半期純利益 254,072 229,240

四半期純利益 254,072 229,240
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 254,072 229,240

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,504 3,980

為替換算調整勘定 3,014 △6,578

その他の包括利益合計 5,518 △2,597

四半期包括利益 259,591 226,642

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 259,591 226,642

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

 
前連結会計年度

(平成25年９月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 ―　千円 44,864千円

支払手形 ―　千円 137,881千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 54,800千円 49,791千円

のれんの償却額 908千円 908千円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日)

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年12月21日
定時株主総会

普通株式 81,725 5.00 平成24年９月30日 平成24年12月25日 利益剰余金
 

　

２.基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月20日
定時株主総会

普通株式 81,718 5.00 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社及び連結子会社の事業は振動に関するシミュレーションシステム及びメジャリングシステムの製

造・販売並びに振動試験の受託であり、その事業全てが振動に関する単一事業であるため、セグメント

情報は記載しておりません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 15円54銭 14円03銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 254,072 229,240

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 254,072 229,240

    普通株式の期中平均株式数(株) 16,345,063 16,343,663
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任監査法人　トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　井　　上　　嘉　　之　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　方　　　 実 　　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

平成26年２月10日

ＩＭＶ株式会社

取締役会  御中

 

　

 

　

 

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＩ
ＭＶ株式会社の平成25年10月１日から平成26年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年10月１日から平成25年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＭＶ株式会社及び連結子会社の平成25年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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